（様式１）
	受付番号
※記載不要
	


経済産業省　あて


令和４年度「揚水発電の運用高度化及び導入支援補助金」申請書


	申請者
	法人番号（＊）
	

	
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


＊法人番号を付与されている場合には、１３桁の番号記載し、法人番号を付与されていない　
個人事業者等の場合には、記載不要。
＊法人番号については、国税庁の法人番号公表サイトから検索することが可能です。

（様式２）
	受付番号
※記載不要
	



令和４年度「揚水発電の運用高度化及び導入支援補助金」
提案書

	１．補助事業の目的及び内容（事業の実施方法）

	（１）補助事業の実施内容

	＊募集要領の「１．事業概要」の「１－３．事業内容」の項目に基づいて、具体的な実施内容、その内容を実現する方法を記載の上、補助事業の目的をどのように達成するか記載してください。


	（２）実施体制

	＊実施責任者略歴、研究員数等及び実施者の業務内容
＊外注、委託を予定しているのであればその内容


	（３）補助事業の効果

	＊本事業を実施した場合、期待される効果を記載してください。
＊運用高度化支援事業に提案する場合には、可能な限り、kW当たりの費用削減額及び収入増加額を、補助対象経費の総額で除していただき、1千万円当たりのkW当たり費用削減額及び収入増加額を記載してください。算定方法に当たっての考え方、算定根拠や方法も記載してください。なお、kWh単価、人件費単価を算出根拠に用いる場合には、それぞれ該当する発電所単位で算出して下さい。
＊新規開発可能性調査支援事業に提案する場合には、新規開発を行う揚水発電所の出力や規模、開発の今後の見通しについて、可能な限り、具体的に記載してください。


	２．補助事業のスケジュール（１．（１）の実施内容が月別に分かること）

	＊本事業の事業開始日（交付決定日）は、令和５年４月上旬頃になる見込みです。
＊複数年度に渡る場合には、各年度ごとに実施内容がわかるように記載してください。


	３．申請者概要

	（１）申請者の営む主な事業

	別添、会社概要（パンフレット）のとおり
＊会社概要を作成していない場合、申請者の営む主な事業を記載してください。


	（２）申請者の財務状況

	別添、財務諸表のとおり
＊特記事項等がある場合には併せて記載してください。
＊直近一カ年分の財務諸表を添付してください。


	（３）事業実績

	＊類似事業の実績
＊事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨）
＊２～３事業の実績を記載してください。


	
４．補助金見込額等

	＊公募申請時点での見込みを記載ください。（採択後、経済産業省と調整した上で決定することとなります。）
＊複数年度に渡る場合には、各年度ごとに記載してください。（下記の様式に沿っていれば、別紙に記載頂いても問題ありません。）

○積算内訳
（１）運用高度化支援事業のケース
（単位：円）
	経費区分及び内訳
	補助事業に要する経費
	補助対象経費

	補助金申請額


	Ⅰ．事業費（補助率：１／３）
	870,000,000
	190,000,000
	190,000,000

	　構築物
　　○○
　機械装置
　　××
　諸経費
　　△△
　委託・外注費
　　□□
＊募集要領の「７．補助対象経費の計上」の「７－３．補助対象経費からの消費税額の除外）のとおり補助対象経費は、原則、消費税等を除外して計上してください。

	
300,000,000

420,000,000

30,000,000

120,000,000
	
100,000,000

140,000,000

10,000,000

40,000,000
	

	合計（補助金見込額）
	870,000,000
	290,000,000
	290,000,000



（２）新規開発可能性調査支援事業のケース
（単位：円）
	経費区分及び内訳
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額

	Ⅰ．人件費（補助率：１／３）
	30,000,000
	10,000,000
	10,000,000

	Ⅱ．事業費（補助率：１／３）
	23,850,000
	7,950,000
	7,950,000

	　旅費
　謝金（消費税等対象外）
　備品費
　委託・外注費
＊募集要領の「７．補助対象経費の計上」の「７－３．補助対象経費からの消費税額の除外）のとおり補助対象経費は、原則、消費税等を除外して計上してください。

	5,400,000
150,000
3,300,000
15,000,000

	1,800,000
50,000
1,100,000
5,000,000

	

	合計（補助金見込額）
	53,850,000
	17,950,000
	17,950,000


＊補助率は、募集要領の「２．補助金の交付の要件」の「２－２．補助率・補助額」の記載のとおりとしてください。
補助金申請額の小数点以下の端数は切り捨てた金額を記載してください。
○資金計画
　補助事業に要する経費　870,000,000円
　　うち補助金充当（予定）額　290,000,000円
　　　（精算払までの期間は、自己資金で支弁予定
　　　　　　　　　　　　Or　自己資金での立替えが困難なことから概算払の要望有）
　　金融機関等からの借入れ（予定）額　0円
　　　（借入条件：補助事業取得財産の担保予定　　　有・無）
　　自己資金充当額　580,000,000円
　　収入金　0円
（該当する場合のみ記載のうえ、収入金の詳細について記載すること）

	５．賃上げの実施表明及びパートナーシップ構築宣言

	○賃上げの実施表明
　表明済み　□　表明無し　□
＊該当する□を■に変え、表明書を添付してください。
○パートナーシップ構築宣言
　宣言済み　□　宣言無し　□
＊該当する□を■に変え、事業者名が掲載されているポータルサイトの画像を添付してください。


＊その他参考資料等がある場合には、別紙として添付してください。
1

